
卸売業による小売店支援活動の日米比較

"The Comparison between Retail Support Activities 

of Wholesalers in Japan and those in U.S.A"

日 次

1. はじめに

2. 卸売業による小売店支援活動発生の背景

3. わが国における小売店支援活動の現状と方向

4. 日米の卸売業による小売店支援活動における

相違点

5. おわ りに

1. は じ め に(1)

近年､わが国の小売業をとり巻 く環境は大きく

変化してきた｡それは消費支出の伸び悩みの中で､

小売商問の水平的競争の激化､さらに､スーパー

マーケットや コンビニエンス ･ス トアと中小の一

般小売店 との問の競争激化､電気製品 ･カメラ ･

紳士服などの業界では大型ディスカウソト･ス ト

アと中小小売商問の競争激化､などの小売流通段

階における異形態間競争の激化である｡さらに､

地域によっては生協 ･農協と中小小売商との競争

激化となって現われている｡

このような変化は､とくに中小小売商に対して

強力な圧力としてのしかかってきている｡その圧

力の中でも消費支出の伸び悩みによる水平的競争

の激化､さらには異形態問競争の激化が中小小売

商の売上高不振を招き､ひいては利益率を低下さ

せている｡

中小小売店の売上高不振や利益率の低下は､こ

れら中小小売店をその主要な利益獲得源としてき

た､わが国の卸売業にとって､経営基盤を揺がす

危機的状況といえようO

このような卸売業の危機的状況を克服する手段､

石 黒 光 久

Mitsuhisa lshiguro

方策として､日用雑貨卸売業や大手食品卸売業が

注目したのがサービス ･マーチャンダイザー

(ServiceMerchandiser:略称 SMD)活動や小売

店支援システム(RetailSupportSystem:略称

RSS)の展開などの小売店支援活動である｡

これ ら小売店支援活動により得意先小売店を活

性化させ､業績を改善させるとともに､当該卸売

業からの仕入率を向上させ､究極的には卸売業と

小売業 との間の取引関係の主導権を卸売業が把捉

しようとしたのである｡

しか し､このような卸売業による小売店支援活

動はわが国の卸売業が開発したものではなく､ア

メリカ合衆国においてグロサ リー卸等が悪戦苦闘

の末､開発､発展させたものである｡

本稿では､SMDとRSSに焦点を当て､日米

において､どのようにこれらの小売店支援活動が

発生し､展開してきたのかを考察するとともに､

卸売業の小売店支援活動における先進国であるア

メリカ合衆国とわが国卸売業の小売店支援活動を

比較 し､その相違点を明確にする｡その相違点を

基にわが国卸売業が今後､小売店支援活動を実施

してい く上での克服すべき課題を検討することを

本稿の目的とする｡

2.卸売業による小売店支援活動発生の

背景

小売店を組織化し､それら小売店との取引関係

の強化による､卸売業の売上高の安定的維持と拡

大を図ったのは､アメリカ合衆国の卸主宰のボラ

ンタリー ･チェーンにその端緒を見出すことがで

きる｡

その核心部分は､チェーン･ストア等の発展に
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圧迫された独立小売店を種々支援 して組織化する

ことであった｡

太節では､このようなアメリカ合衆国における卸

売業の小売店支援活動の歴史的経任と現在､アメリ

カ合衆国の卸売業の有力な差別化戦略であるSMD

とRSSについて､その発生と展開を考察す8.

(1) 7メリカ合衆国における小売店支援活動の発

生とその展開

アメリカ合衆国における消費財流通において､

卸売業による独立小売店に対する支援活動が重視

され､卸売業の経営の*J[山こ置かれるようになっ

た背景には､小売業界における変革が大きく影響
(2)

している｡
これは19世紀の初めまでアメリカ合衆国の小売

業の中核的存在であったG eneralStore中心の小

売構造が工業化の進展や技術革新の浸透による通

信手段 ･運送手段の発達によって大きく変化した

ためである｡

これらの小売業界における変化は1870年頃から

現われ始め､特に小売業の経営形態の変化と新 し

い小売業態の台頭が卸売業の活動に大きな影響を

及ぼした｡

小売業態の変化の中で特に重要なのが､チェ-

表 1. アメリカ合衆国におけるチェ-ソ･ス トアの発展過程 (全小売業に占める割合)

店 舗 数 売 上 高 (卑万 ドル)

全 体 チエ-ソ.ストア % 全 体 チェーン.ストア %

1929 1,476,365 159,638 10.8 48,329 10,740 22.2

1939 1,770,355 132,763 7.5 42,041 10,105 24.0

1948 1,769,540 105,109 5.9 130.520 29,736 22.8

1954 1,721,650 105,139 6.1 169,968 40,297 23.7

1958 1,788,325 114,170 6.3 199,646 53,443 26.7

1963 1,707,931 141,395 8.3 244,201 73,584 30.1

1967 1,763,324 161,367 9.2 310,214 105,408 34.0

(出所)流通政策研究所 F流通の国際比較研究報告書』昭和57年 3月､ 73頁

ソ･ストアの出現と発展である.

アメリカ合衆国におけるチェーン･ストアは1860

年頃から出現し､地方都市を中心に発展し､1920

年代にはその全盛期を迎えた｡このチェーン･ス

トアの特徴は､小規模な店を多く経営 し､スケー

ル ･メリットを実現す るものであり､その管理は

中央の本部に集中化され､販売と仕入れを完全に

分離し､商品供給者に対する交渉力をもち､独立

店より宣伝 ･在庫 コスト等は一店当り安 くすみ､

販売員の雇用 ･配置などでも有利さを備えていた｡

特に､食料品小売業においてその発達が顕著であ

る｡ (表 2)

表 2.食料品小売業におけるチェ-ソ･ス トアの発達過程

店 舗 数 売 上 高 (百万 ドル)

全 体 チエ-ソ.ストア i 全 体 チエ-ソ.ストア i

1929 481,891 61,416 12.7 10,837 3,514 32.4

1939 560.549 51,110 9.1 10,165 3.409 33.5

1954 384,616 25,212 6.5 39,762 15.478 38.9

1958 355.508 25,005 7.0 49,022 21,592 44.0

1963 319,433 32,061 10.0 57,079 27.950 48.9

1967 294.243 37.345 12.7 70,251 37,280 53.0

(出所)流通政策研究所､前掲報告書､ 73頁｡
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さらに､小売業態の変化で重要なのが､スーパ

ーマーケット､ディスカウント･ス トア､コソど

こエソス ･ストア等の発達である.

スーパーマーケットは食料品小売業界に誕生 し､

セルフサービスとチェック･アウト方式を特徴と

し､1929年の大恐慌以後発展 し､チ ェーン組織展

開により､1940年代末までにアメリカ合衆国食料

品小売業界で確固たる地位を占めるに至った｡

(表3)

ディスカウント･ス トアは耐久消費財を中心に

資本回転の早い品目に限定 して出発 し､やがて化

粧品､家具､家庭用品､衣服等なども商品ライン

に加え､1950年代半ばから急速に発展 していった｡

(表 4)

コンビニエンス ･ス トアは1960年代に急激な発

展を示 し､-イウェ-沿いに大型のスーパーが進

出するのに比べ､郊外の住宅地にはスーパーが少

ないことや､郊外-の人口移動等により､郊外住

宅地市場を補完するものとして急激に発達 した｡

(表5)

表 3. 7メリカ合衆国におけるスーパーマーケットの発達過程

店 舗 数 ~ 売 上 高 (百 万 ドル)

全食料品店 A - /i - 港 全 食 料 品 店 ス - /i - %

1939 387,337 4,982 1.3 7,722 1,500 19.4

1954 279,440 13.598 4.9 34,421 15,900 46_2

1970 208,300 38,300 18.4 88,415 66,665 75.4

(出所)流通政策研究所､前掲報告書､ 74頁｡

表 4. アメリカ合衆国におけるディスカウント･ス トアの発達過程

店 舗 数 販 売 額 (倍 ドル)

1960 1,329 20

1962 2,363 69

1964 2,551 lot;

1966 3,503 150

1968 4,280 ! 194l

1970 5,O58 L 244

1972 5.928 290

1974 6,295 314

1976 6,827 361

(出所)流通政策研究所､前掲報告書､ 76頁

表 5･ アメリカ合衆国におけるコンビニエンス ･ス トアの発達過程

店 舗 数 2,500 5,000 13,250 20,300 22,700 25.000 30,000 35,800

(出所)流通政策研究所､前掲報告書､ 76頁
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これら新業態店は､その経営にチェ- ソ･オペ

レーションを漸次導入し､規模的拡大を図った｡

そして､従前からのチェーン ･ス トア本部やこれ

ら新業態店のチェ-ソ本部は､小売活動の効率化

を目指し､そのため､卸機能を自らの組織の中に

組み込むことによってメーカーとの直接的な取引

関係を確立しようとしたのである｡

このようなチェーン･オペレーションを実施す

る小売業が小売業界に与えたイソパクトは､

①近代的経営方式を取 り入れたチェ-ソ･オペ

レーション企業は小売業界において､その売

上高シェアを急激に拡大させたが､その反面､

独立の中小小売店はその売上高シェアを低下

させた｡

②チェ-ソ･オベレーショソ企業のチェ-ソ本

部機能強化による卸機能の代替と流通機構か

らの卸売業の排除｡

の2点に整理される｡

これらのことにより､卸売業の主要得意先であ

る独立小売店の減少とチェーン･オペ レーション

小売業による卸売業排除の動きは､卸売業の経営

を圧迫 し､卸売業として何らかの対応方法の実施

が是非とも必要になったのである｡

このような状況下において､卸売業は自らの経

営資源を考慮 しながら､それぞれの差別化戦略を

採用するようになった｡その最初の方策が卸主宰

のボランタリー ･チェーンの結成であった｡この

ボランタリー ･チェーンは卸売業者が独立食料品

店を組織化することにより､チェーン･ストアと

同じような仕入におけるスケール ･メリット等を

得ようとするものであっ震 '

このボランタリー ･チェーン組織によって独立

小売店-の′j＼売業のチェーン本部と同様のサービ

スを行 うという考え方が､今日の卸売業によるR

SSの起源といえよう｡

さらに､卸売業自体の企業規模の相違により､

ある一定の卸機能に専門化し､チェーン･オペレー

シ ョン小売業､とくに､スーパーマーケットや

コンビニエンス ･ストアの不得意とする蹟能部分

を支援 し､それらのチェーン･オペレーション小

売業の成長とともに自らも成長しようとするSM

Dとしての動きも出て来たのである｡

- 4 1

(2) 7メリカ合衆国におけるSMDとRSSの先

生とその展開

アメリカ合衆国の卸売業にとって､小売業の

チェーン ･オペレーションは自らの存立基盤を危

うくする重大な小売業の経営革新であった｡そこ

で､アメリカ合衆国の卸売業が採用した企業存続

と成長の方策として卸主宰のボランタリー･チェ-

ソの結成に よる小売店組織化とそれによる小売

店支援活動がある｡この動きが今日のアメリカ合

衆国におけるRSSの端緒となったといえよう｡

これは小売業のチェーン ･オペ レーションの動

きに正面から対抗するものであった｡一方､小売

業のチェーン展開､とくに､スーパーマーケット

や コソどこエソス ･ス トアの発展に対して､自ら

の卸機能をより専門化することによって､チェー

ン･オベレーショソになじまない商品流通部分を

担当し､卸売業としての存続と成長を図ろうとす

るSMD化の動きもある｡

まず､SMDの発生と発展はスーパーマーケッ

トと深い係わ りをもっている｡

当初､スーパーマーケット間の競争は､食品を

中心とした価格訴求に重ノ点が置かれたが､やがて

非食品部門の強化が重要な経営戦略となった｡そ

れは以下の理由からであ忌40'

①食品だけでなく､非食品も販売することによ

り､ワンス トップ ･ショッピングを充実し､

顧客吸引力をつけ､店頭の差別化を図ること

を考えた｡

②食品部門の価格競争が激化し､店舗を維持す

るのに十分な利益を確保することが困難とな

ってきたため､比較的粗利益率の高い非食品

部門の強化戦略をとった｡

これらの理由から､多 くのスーパーマーケット

チェーン企業が自社配送センターで非食品を直接

扱 うようになり､メーカーとの直取引が増加したO

その結果､特定の商品群を扱 う業種別非食品の卸

売業は､スーパーマーケットとの取引から排除さ

れるようになったのである｡

しかしながら､スーパーマーケットの方では､

メーカーとの直取引による非食品部門の強化が当

初予期したほど利益を上げなかった｡

その理由として以下の諸点が挙げられよう(≡)

①非食品は回転率が低 く､多種多様で､食品と



同じ考え方では､店舗に適合した売場企画が

出来ない｡

②非食品はケース単位で仕入れ､パラで店舗供

給することが不可欠であり､このため作業コ

ス トが非常に高いものにつく｡

③非食品は扱い品目数が多く､大量に売れるも

のではないため､流通センターの在庫が大き

くな り､ロスと在庫費用が利益を圧迫した｡

以上の点から､スーパーマーケットは､店頭に

非食品を単に陳列するのみでは利益率の向上に貢

献せず､非食品の利益率向上のた糾こは高度な専門

的ノウ-ウが必要であることを理解した｡そのた

めにも非食品部門全体を活性化するため､食品部

門との調和を図りながら､一貫 したマーチャンダ

イジング ･プログラムの必要性が顕著になったの

である.これらのことは､スーパーマーケット以

外のコンビニエンス ･ス トアなど､食品系小売店

で､非食品を扱 う小売店全体に該当することでも

ある｡

このように､スーパーマーケット､コンビニエ

ンス ･ス トア等のチェーン小売業の本部機能強化

により､存立基盤が危校にさらされていた卸売業

にとって､卸横能のより一層の高度化によって､

スーパーマーケット等からの非食品部門の総合的

マーチャンダイジング ･プログラム提供の要望に

応えることは､企業の存続と成長の一方向として

卸売業に活路を与えた｡この機会を最大限に利用

して成長 してきたのが ｢サービス ･マーチャンダ

イザー (SMD)｣であり､その活動が顕著にな

ったのは1970年代になってからである｡

サービス ･マーチャンダイザーの経営革新は以

下のようなものである(.6)

①非食品部門の商品をできる限 り多種類供給で

きるような商品ラインの拡大｡

②メーカー直取引に比べて､販売力においてサ

ービス ･マーチャンダイザー活用の方が有利

表 6-(1) アメリカ合衆国におけるマーチャント

であるということのPR活動｡

③ コス ト削減とシステム開発｡具体的には､受

注業務におけるEOSの導入､値札のコ./ピュー

ク作成､バラ商品の集晶システム､多頻度配

送､補充システム､店頭棚割システムの開発

など｡

④サービスの改善｡たとえは､ リテイル ･レス

(店頭販売価格から商品群別にあらかじめ設

定された小売店側の粗利益率を差し引いたも

のを納入価格とするもの)とコス ト･プラス

(製品の平均費用に一定の目標収益を加算す

る)の納価設定方式の開発､ギャランティー･

セールス (売れ行きの悪い商品については担

当営業マンの判断で一切条件をつけないで引

き取る)など｡

これらの経営革新を実施 したサービス･マーチャ

ンダイザーの特徴をより端的にいえは､打)より有

利に商品を仕入れ､(p)より効果的に在庫設備を運

用し､(うより経済的に､小売店へ商品供給とサー

ビス提供などを行 う卸売業である(07'
-方､これらチェーン小売業の食品流通に占め

る地位の向上とともに､独立食品小売店を主要得

意先としていた食品卸売業は､その取引基盤が弱

体化 した｡さらに､チェーン小売業の本部による

卸機能代替化の動きは､食品卸売業の存立基盤を

危機にさらし､その成長をEE迫したと考えられる.

それは､7メリカ合衆国におけるマーチャント

ホールセラーの販売額の卸売販売餌に占める比率

が1929年､1939年､1948年､1954年を時系列にみ

た場合､ほとんど変化していないことからも類推

できる (表 6-(1)) ｡また､ボランタリー卸売業

者､コープ卸売業者および未組織卸売業者のマー

ケットシェアを時系列にみたのが表 6-(2)である

が､1970年代以降､未組織卸売業者の衰退傾向が

みられる｡

･ホールセラーの卸売販売室酎こ占める比率の推移

(単位 1,000ドル)

1929年 1939年 1948年 1954年

卸 売 販 売 額 65.378,051 53,766,426 180,576,659 234,974,422

マーチャント.ホールセラーの卸売販売額に占める比率 @ % % %

(出所)David A.Revzan,Wholesalingin Marketing Organization,1961,p43の蓑 3より作成
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表 6-(2) アメリカ合衆国における食品卸売業の組織形態別マーケット･シェア (販売額ベース)

(単位 多)

1974 1975 1976 1977 1978

ボランタ リー卸売業者 59.9 60.2 61.2 62.4 62.1

コ ー プ 卸 売 業 者 35.7 35.6 34.7 33.6 34.1

未 組 織 卸 売 業 者 4.4 4,2 4.1 4.0 3.8

1979 1980 1981 1982 1983

ボランタ リー卸売業者 62,3 62.3 62.2 62.7 63.1

コ ー プ 卸 売 業 者 34.1 34.3 34.4 34.1 33.9

(出所)流通政策研究所『主要国における卸売業の実態と比較に関する研究報告書 』

昭和 61年 3月､ 17貢｡

これらの食品卸売業淘汰が進行する中で､存続

できたのは独立食品小売店を組織化し､チェ-ソ

本部機能を自ら果たし､独立小売店の経営支援の

体制をつ くるという発想のもとに卸主宰のボラン

タリー ･チェーソを積極的に形成 した食品卸売業

である｡

つまり､形成初期の卸主宰のボランタリー･チェー

ンでは､卸売業と独立食品小売店がチェーン･ス

トアの脅威に対して共通の危機感をもち､運命共

同体的認識に立脚 していたのである｡そのため､

ボラソタリー･チェーン主宰の卸売業がチェーン･

ストア本部と同じような機能と仕組みをもち､チェー

ン･ス トア本部と類似のサービスをボランタリー･
(8)

チェーン加盟小売店に提供しようとしたのである｡

そして､そのような卸売業が今日の大手卸売業で

あり､また大手卸売業に成長した企業である｡

大手卸売業が標的とする得意先は､ボランタリー･

チェーンのメンバーを構成する独立小売店であり､

これら小売店に対する経営支援サービスの質が､

取引集中度を決定するため､卸売業者間の競争の

焦点であった｡つまり､小売業支援活動 (リテイ

ル ･サポート)は､卸売業者問の差別化戦略の一

環でもあるのである｡

小売店へのリテイル ･サポート展開を志向する

卸売業が採用する主な戦略は､

①吸収 ･合併による商圏拡大と経営規模の追求

②総合的な流通センターの整備

③小売業態の開発

④小売店に対するコンピュータによる高度なサ

ービスの提供を通じての情報ネットワーク･
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システムの構築

⑤業務用食材の卸機能とノンフードなど商品ラ

インの多角化

(多地域のスーパーマーケット･チェーンに対す

･る本部機能代行

などであa(:)

卸売業界の淘汰の嵐の中を生き抜いた卸売業は

自らボランタリー ･チェーンに独立小売店を組織

化することで成長してきた｡したがって､ボラソ

タリー ･チェーンを主宰する卸売業にとって仕入

集中度の向上は､主要戦略目標である｡そこで､

この仕入集中度を引き上げる最大の手段となるの

が リテイル ･サポートであり､その提供するサー

ビス ･メニューである｡

このリテイル ･サポー トの展開とその提供する

サービス ･メニューの充実が大手食品卸売業の小

売店組織化､ひいては卸売業自体の成長戦略の中

枢になってきたといえよう｡

(3) 7メリカ合衆国におけるSMDとRSSの相

違

アメリカ合衆国におけるSMDとRSSの相違

杏(彰経営理念､②標的小売店､③活動目標､④商

品構成､⑤サービス内容､⑥社内システム､⑦企

業規模､等の各項目で比較すると表 7のようにな

a(loo
この表をみると､最も基本的な点､つまり､小

売店の経営を支援し､小売店の成長とともに､卸

売業自体も成長してゆこうとする経営理念につい

ては､SMDもRSSも同様である｡ しかし､そ



表 7. アメリカ合衆国におけるSMDとRSSの比較

S M D R _S S

(1) 経 営 理 念 得意先小売店の繁栄を自社の繁栄につなげるo 同 左

(2) 標 的 小 売店 スーパーマーケット､コソどこエソ レギュラー .チェーン展開をしてい

ス .ストアなど主として食品系小売 る小売店以外のあらゆる事態の小売

店o 店o特に､スーパーマーケット､コソどこエソス .ス トア､ ドラッグ .ス トアなど革新的業態の小売店に主眼を置くo

(3) 活 動 目 標 食品系小売店の非食品売場､あるい 小売店業務の積極的代替化と小売店
はその一部の活性化と売場効率の継続的な維持管理o の自社-の依存度の向上

(4) 商 品 構 成 非食品のうち､ケース単価以下のバ 小売店に必要な商品のフルライン供
ラ単位で店頭まで流通する8,000-.10,000品目 袷

(5) サービス内容 食品系小売店の非食品部門の売場､ 小売店の小売経営業務全般の支援

あるいはその一部の一括管理 ･人事､労務
･店頭商品構成 ･財務会計業務
･販売企画 ･市場分析
･店頭受注記録 ･店舗開発
･値札づけ ･商品調達
･陳列棚の開発 ･商品管理
･戻 り品の引き受け ･在庫管理

･販売データの提供 ･販売管理･広告 .販売促進活動･店舗管理･経営管理

(6) 社内システム コンピュータ .システム､倉庫 .物 高度なコンピュータ .ネットワーク.流システム､営業活動システムを具 システム､物流システム､優秀な人
備 材､資金力などを具備

(7) 企 業 規 模 年商 1,000万 ドル～ 1億 ドルの中規 年商50億 ドルの卸売業をはじめとす
模卸売業 る大規模卸売業

(8) そ の 他 ･チエ-ソ .オペレーションになじ ･グロサ リー流通において､大きなまな い商品の流通を補完する専門 売上高シェアをもつ流通の主導的
化した卸売業が実施 卸売業が実施

(出所)流通政策研究所 F流通組織管理に関する研究調査報告書』昭和63年 3月において､筆者が

第 1章 ｢RSSの概念と現状｣ (11京)において作成 した表を修正したものである｡

の方法､手段が異なっている｡その違いが現われ

るのは､それぞれの卸売業の企業規模の相異が第

一の要因であると考えられる｡

この企業規模の差がそのサービス ･メニューの

違いになって現われているといえよう｡ SMDは

年商 1,000万 ドルから1億 ドル規模の中規模卸売

業が主体となっているため､小売店の全業務を包

含する経営支援を実施するのは困難であり､また､

それを行 うための社内システムも完備されていな

い｡そのため､食晶系小売店の非食品売場､ある

いはその一部を一括管理するという､チェーン小

売業のチェーン･オベレーショソ定なじまない商

品の流通を補完するといった専門化した卸業務を

実施 しているのである｡

一方､RSS展開卸売業は企業規模が年商50億

ドルをはじめとする大規模企業であるため､社内

システムも高度なコンピュータ･ネットワーク･

システム､物流システムを具備しているとともに､

優秀な人材や資金力も保持している｡そのため､

小売店の小売経営業務全般に対する支援を実施で
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小売店に必要な商品をフルライソで供給し､小売

店業務の積極的代替化と､小売店の自社への依存度

の向上を目指しているのである｡これは､卸売業

と小売業との取引関係において､その主導権を振

ろうとするものである｡

SMD､RSSもその発生の端緒は､共に流通

機構内の卸売業存立の危機感から､つまりその生

き残 り戦略から出現 したようといえよう｡ しかし

ながら､その後のSMDとRSSの発展過程をみ

ると､その発展形態､成長戦略に違いが生 じたこ

とを指摘できる｡

SMDは､スーパーマーケットなど食品小売店

の非食品売場の陳列棚､あるいはその一部の一括

管理をその活動目標として､スーパーマーケット

等､小売店自体が行 うよりも効率的に実施できる

よう､その卸売機能をより専門化 ･特化させ､スー

パーマーケット等の発展 とともに自らも成長しよ

うとした卸売業の差別化戦略の産物である｡

それに対して､RSSは､スーパーマーケット

等がチェーン･オペ レーションを実施し､そのチ

ェ-ソ本部による卸機能の代替が行われるに至っ

たとき､それに対抗する戦略 ･理念として､独立

小売店を組織化し､それ らの自ら組織化した小売

店を成長させると同時に自らも成長しようとする

ものであり､小売業のチェーン･オベレーショソ

と同様の機能を果たそ うとするものである｡

つまり､SMDは､小売業が主導する流通シス

テムの中で､卸機能をより専門化 ･特化させて成

長を図ろうとする卸売業の戦略であるのに対して､

RSSは､あくまで､流通システムの中で卸売業

が主導権をもちつつ成長を図ろうとする戦略であ

り､対照的である｡

このSMDとRSSの展開過程の相違は､それ

ぞれの卸売業の企業規模の違いによるものが最も

大きな要因であると考えられるが､その他に､そ

れまで培ってきた､卸売業と-してのノウ-ウ､つ

まり､取扱商品の違いによる経営ノウ-ウの違い

も､その採用した戦略の違いとなって現われたと

も考えられる｡

これらのことは､今後のアメリカ合衆国におけ

るグロサ リー流通において､RSS展開卸売業に

よる独立小売店の組織化が進展し､SMD活動を

行っている卸売業の活動領域がより狭いものにな

る可能性がある｡

それを決するのは､卸機能の専門化･特化を図っ

たSMDと小売経営全般を支援するRSSに対し

て､小売業が自らの戦略上､どちらをより好まし

いサービスを提供する卸売業として選択 して､そ

の取引を維持､拡大するかにかかっていよう｡

3.わが国における小売店支援活動の現状

と方向

(1) わが国におけるSMDの発生とその展開

わが国においては日用雑貨卸売業によってSM

D (サービス ･マーチャンダイザー)が指向され

た｡その理由として､大きく2つのものが挙げら

れる｡ 1つは卸売業をとり巻 く環境変化ともう1

つはSMD機能を発揮できる-ード面 (機器､通

信技術等)の発達である｡特にこの第 1の卸売業

をとり巻 く環境の変化が日用雑貨卸売業のSMD

指向を強 く押 し進めたと考えられる｡

卸売業をとり巻 く環境変化は､小売業における

売上の伸びの鈍化とそれに伴 う小売業界内におけ

る激 しい競争の展開が挙げられる｡このような小

売業をとり巻 く環境の変化の中で､大手小売業を

中心に経営効率化の努力と､売上高に貢献する売

れ筋商品を中心とした売場の充実 ･活性化が進め

られた｡さらに､小売業の売上高の伸びの鈍化と､

店舗運営コス トの上昇は､スーパー､コソどこエ

ソス ･ス トアといった業態でのチェーン展開の鈍

化につながった｡

これらは､小売業の店舗運営の低 コスト努力と

それに伴 う卸売業-の受発注業務の効率化､物流

システムの効率化､品揃え機能の充実といった要

求となって現われた｡また､このような卸機能の

充実は経営 コス トの増大をもたらした｡

小売業の売上高の鈍化は当然卸売業の競争の激

化をもたらす｡この卸売業同士の競争の激化と卸

売業の経営コストの増大は､日用雑貨卸売業を小

売店舗のイソストア ･シェアの増大による売上高

拡大という方向に指向させた｡

このような小売業､とくに大手小売業からの卸

機能充実の要望と小売店舗のイソス トア ･シェア

拡大という日用雑貨卸売業の経営方針は何らかの

革新､つまり､新しい小売業対応の方法を生みだ
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す圧力となった｡

このような日用雑貨卸売業にとって､情報関連

機器や通信技術の発達は､新 しい差別化の方法と

して､SMDという形態を生み出した｡これは､

得意先小売店の売場活性化に寄与するための機能

を提供するものである｡具体的には､とくに食晶

系の小売店における非食品の売場､あるいはその

一部を一括 して引き受けコンピュータによる在庫

管理､物流システムに基づき､補充発注､値札づ

け､陳列補充等の代行サービスやマーチャソダイ

ジング企画､店頭販売促進企画を提供する卸売業

である｡

わが国においてSMD活動をしている日用雑貨

卸売業はまだ限られている｡それはSMD活動を

するためには､卸売業の社内システムが整備され

ていないとSMDとしてのサービスが提供できな

いためである｡

具体的には､EOS受発注､コソピューク等に

よる在庫管理､売れ筋商品の把握システムや迅速

な物流システムによる小口多頻度配送システム､

さらに陳列棚のレイアウト､フェ-シソグ等を行

える社員のノウ-ウ蓄積などである｡このような

社内システムを具備した日用雑貨卸売業がSMD

として活動できるといえよう｡

また､SMDの標的小売業態として､地域スー

パー､コンビニエンス ･ス トア､とくに単独店か

展開チェーン店数の少ないスーパー､コンビニエ

ソス ･ス トアに的を絞っている日用雑貨卸売業が

多い｡これは全国展開のスーパ二や コンビニエン

ス ･ス トアは既に自社でシステムを構築している

とともに､取引における主導権を捉っており､S

MDとしての活動を目指す卸売業としては､その

ノウ-ウやサービス提供による主導権の把握が困

難なためである｡それに比べて中小スーパーや中

小 コンビニエンス ･ストアは､経営効率の合理化

を目指すとともに､SMD卸売業の売場管理ノウ

-ウの提供を求めており､低 コス トで日用雑貨品

の売場管理が出来るというメリットをSMD卸に

期待しているため､SMD指向の卸売業としては

絶好の標的小売店となるためである｡

以上のような理由のため､各地域の有力日用雑

貨卸売業がSMDとしての活動を実施あるいは検

討 しているといえよう｡

(2) わが国におけるRSS活動の発生とその展開

わが国の大手食品卸売業がRSS活動を重視し､

その実行に着手した理由を探るためには､食品卸

売業のおかれている立場とその環境について検討

する必要がある｡つまり､食品流通における構造

の変化がその主要因といえよう｡それを示すのが

表8と表 9である｡

その変化の第 1は､小売商店数が増加基調から

減少に転 じたことである｡特に一般の食品小売店

の減少が目につ く｡

第 2の変化は､小売店の減少傾向に伴 う卸売業

の商店数が減少 したことである｡つまり､小売商

店数の減少によって卸売業同士の競争が激 しくな

り､卸売業界内部での淘汰が進行したのである｡

第 3の変化としては､小売商店数の減少が幅広

い業種で進行した中で､各種商品小売業､つまり

スーパーやコンビニエンス ･ス トア等の業態だけ､

その売上高と商店数が増加している｡これは､食

品流通においても､スーパー､コンビニエンス ･

ス トアなどチェーン展開をしている大型小売業態

へ小売店が淘汰されたことを表わしている｡

第 4の変化として､今まで業種別の流通形態を

とっていた卸売業界に対して､小売業界はスーパー､

コンビニエンス ･ストアといった多様な品種を扱

う小売業が台頭し､業種別に特化した卸売業では､

これ ら業態の小売業に対して満足を与えるサービ

スを提供できないという現象をきたしていること

である｡

以上のような食品流通における変化が食品卸売

業に以下の問題を投げ掛けたのである｡

①総体的に得意先小売店の減少により､卸売業

同士の競争が厳しくなり､何らかの差別化戦

略を卸売業が採用せざるをえなくなった｡

(診大型小売業､とくにスーパー､コ1/どこ-1/

ス ･ストア等の業態の売上高シェアが拡大し､

これ ら業態店の食品流通におけるリーダー ･

シップが強化される傾向にある｡

③全国展開スーパーや コンビニエソス ･ス ト

アに限らず､地域の中小スーパーに対 しても

既存の業種別卸売機能だけでは充分に対応で

きず､卸売業の小売業に対する指導力が低下

した｡

このような食品卸売業が抱える問題を解決し､
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表 8 飲食料品小売業の商店数推移

昭 和 51年 昭 和 54年 昭 和 57年 昭 和 60年

商店数U古) 対前回伸び率(勿 商店数(店) 対前回伸び率(鍋 商店数(店) 対前回伸び率棉 商店数(宿) 対前回伸び率(i)

飲 食 料 品 小 売 業 732,818 1.6 734.750 0_0 725.585 ∠ゝ 1.2 671,190 ∠ゝ 7.5

内釈 各種食料品小売業 93,625 4.4 妬,437 3.0 90,604 ∠ゝ 6.0 92,602 0.2

酒 .調味料小売業 106,436 0.0 107,277 0.8 109,621 2.2 106,693 ∠ゝ 2.7

食 肉 小 売 業 43,836 3.8 .43,874 0.1 41,371 ∠ゝ 5.7 36,171 ∠ゝ 12.6

鮮 魚 小 売 業 58,057 1.9 56,574 2.6 53,133 6.1 46,638 ∠ゝ 12.2

乾 物 小 売 業 14,820 ∠ゝ 4.4 13.1% ∠ゝ 11.0 ll,850 ∠ゝ 10_2 9,419 ∠ゝ 20.5

野菜 .果実小売業 66,195 0.1 61,727 ∠ゝ6.7 58,785 ∠ゝ 5.0 50,871 ∠ゝ 13.4

菓子 .パソ小売業 184.580 1.2 179,675 ∠ゝ 2.7 175,941 ∠ゝ 2.1 150,416 ∠ゝ 14.5

米 穀 類 小 売 業 41,864 2.5 42,443 1.4 42,467 0.0 41,167 ∠ゝ 3.1

(出所) 日本加工食品卸協会 F加工食品卸売業情報化標準モデル策定調査報告書』

昭和62年 3月､ 2貢｡

表 9 飲食料小売業の年間販売額推移

昭 和 51年 昭 和 .54年 昭 和 57年 昭 和 60年

年間販売額(百万円)対前回伸び率(殉 年間販売額(百万円) 対前回伸び率(狗 年間販売額(百万円) 対前回-伸び率(%) 年間販売額(百万円) 対前回伸び率(殉

飲 食 料 品 小 売 業 16.585.648 42.6 21.925.559 32.2 28.716.604 31,0 31,818.017 10.8

内訳 各種食料品小売業 4.615.399 61.5 7,031,916 52.4 10,504,124 49.4 12.815.733 22.3

宿 .調味料小売業 2,941.263 31.5 3.740,012 27.2 4.740,514 26.7 5.044.628. 6.4

食 肉 小 売 業 I,123.064 39.7 1,290,205 14.9 1.417.152 9.8 1.353,704 △4.5

鮮 魚 小 売 業 1.081,715 39.2 1.339,866 23.9 1,524,155 13.8 1,髭)8.506 ∠ゝ 1.0

乾 物 小 売 業 273,773 30.4 308,073 12.5 335,224 8.8 272,113 ∠ゝ18.8

野菜 .果実小売業 1,355.603 34.4 1.481,044 9.3 1,712,782 15.6 1,700,737 ∠ゝ0,7

菓子 .パソ小売業 1,718.265 38.3 2,125.279 23.7 2.578.609 21.3 2,477,527 ∠ゝ3.9

米 穀 類 小 売 業 1.478.239 36.8 1,852,793 25.3 2.124.482 14.7 2,197.559 3,5

(出所) 表8と同じ
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食品流通だけでなく､消費財流通においてもリー

ダー ･シップを高め､さらに競争相手の卸売業と

の差別化戦略として大手食品卸売業が注目した方

策がRSS活動の展開である｡

換言すれば､標的小売店-の小売経営全般の支

援によって､小売店からの仕入を集中化させ､取

引における主導権を握るとともに､標的小売的の

成長により､卸売業自体も成長しようという考え

方に基づいた卸売業の成長 ･発展のための戦略と

してRSSがわが国においても注目されたといえ

よう｡

わが国における大手食品卸売業のRSS活動の

現状は､アメリカ合衆国におけるRSS活動ほど､

そのサービス内容が豊富ではない｡現在､実施さ

れているRSS活動の内容としては､標的小売店

に対するEOSの導入がその中心になってきてい

る｡

このEOSの導入により､標的小売店の商品販

売動向等を把握し､その売れ筋商品を供給すると

いう段階に現在のRSS活動はとどまっている｡

その意味からは､RSS活動がやっと緒についた

ところといえよう｡

RSS活動の展開を試みている大手食品卸売業

が目指しているのはアメリカ合衆国におけるRS

S活動である｡その具体的目標は､

(D付加価値サービス､総合機能サービスの提供

②フルライソの商品供給サービス

③小売業態開発

④小売業チェーン店の本部機能代行サービスの

提供

⑤すべての取引先小売業からの仕入集中率の向

上

等である̀:l'

(3)わが国におけるSMDとRSSの今後の方向

今後､わが国において､日用雑貨卸売業が展開

し始めているSMD活動と大手食品卸売業が開始

したRSSの展開について､その有効性を比較し

てみると､日用雑貨卸売業が展開しているSMD

活動は､今後､厳しい状況下におかれると予想さ

れ うる｡

その第 1の理由は､大手食品卸売業によるRS

S活動の展開に伴 うSMDの吸収化である｡厳し

い競争環境におかれているのは日用雑貨卸売業だ

けではなく食品卸売業も同様である｡その中で､

全国卸である大手食品卸売業が地域卸売業の系列

化や異業種卸売業との提携による商品ラインの拡

充を伴ったRSS活動の展開によって､小売店と

の取引関係を強化し､食品だけでなく､日用雑貨

品の売場管理もそのRSS活動のメニューに加え

て､SMD卸売業の活動分野-進出してくること

が予想される｡

大手食品卸売業は全国的な情報･物流ネットワー

クにより､その商品供給能力の充実を武器にSM

D卸売業が標的としている中小スーパー1中小コ

ンビニエンス ･ス トアとの取引強化を目指 してお

り､それらの小売店における日用雑貨品の売場争

奪をめぐってSMD卸売業と厳 しい競争に入ると

思われる｡その際､大手食品卸売業は標的小売店

に対 して提供できるサービス ･メニューをSMD

卸売業より多く所有しており､さらに､その取扱商

品も異業種卸売業との提携により小売店に対 してS

MD卸売業よりも多く商品群を提供できる｡

このような状況下において､SMD卸売業は､

氏SS活動実施の大手食品卸売業と不利で困難な

競争をしてゆかねはならなくなろう｡

第 2の理由は､SMD活動-の新規日用雑貨卸

売業の参入である｡

SMDによる売上拡大を図ろうとする日用雑貨

卸売業の増大に伴って､新規小売店開拓において､

日用雑貨卸売業同士の激 しい競争が展開しよう｡

これらの競争に勝ち残るために､より高度なサー

ビスを標的小売店に提供せざるを得なくな り､そ

のためのコスト増大がSMD卸売業の経営を圧迫

すると予想される｡

いずれにせよ､わが国における卸売業による小

売店支援活動においても､SMD卸売業よりもR

SS展開卸売業の方が得意先小売店との取引強化､

小売店からの仕入集中率の向上等についても有利

に展開できると予測され うる0

4.日米の卸売業による小売店支援活動に

おける相違点

(1) 日米の小売店支援活動内容の比較

わが国の日用雑貨卸売業が展開しているSMD

と大手食品卸売業のRSS活動のサービス･メニュー
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(内容)を米国のグロサー卸が実施 している小売

店支援活動のサービス ･メニューと比較す ると表

10のようになる｡ この表10には､わが国のボラソ

タリー ･チェーン本部､フランチャイズ ･チェー

ン本部がその加盟小売店に対して実施しているサー

ビス ･メニューとメーカーがディーラー ･-ルプ

として実施 しているサービス ･メニューも加えて

表 10 日米における小売店支援沖i動内容の比較

ある.また､この表10のサービス ･メニューにつ

いては､現在､実施 していなくても､今後､提供

を計画 しているものも含んでいる｡

表10の内容は､以下のとお りである｡

まず､最左端に小売店経営上の大項目を列挙 し､

その右に､それぞれの項目をさらに細か く分類 し

ている｡これらの小売店経営の項目に対 して､小

(ii三) O印が実施､あるいは計巨糾 ･のもの

小 ;IL{店 経 営 項 目 各 棟 小 売 店 支 援 活 動 実 施 主 体

グロ グロ 食 日用 フラ ボラ メI?

リI リf i号卸 ヤ エイ~l リ エll フI

押目 卸仙 TJL.莱 読莱 ス ン′･本那 ･ ン′本部 へ/i:フ＼J

(i)人 (丑 従業員の採用 .獲保 ○ ○ ○ (⊃ ○ ○事 ② 経営者 .従業員-の数肴 ○ ○■ ○

管哩 ③ 従業ii管lEj! ○ ○ ○

(2) ① 資 金 調 達 ○ ○ ○ ○○ ○○ 〇 三財顔 (診 資 金 運 用 ○ ○(9 利 益 管 理 ○ ○ (⊃④ 会計｣二のその他の業務 ○ (⊃ ○ ○

(3) ① 立地 .市場分析 ○ ○ ○ ○ ○ ○○

店 ② 土地 .建物の調達 ○ ○ ○ ○

捕閉 ③ 店 舗 設 計 ○ _ ○ ○
④ 店 舗 建 設 ○ ○ ○ ○
(9 売場環境 レイアウト ○ ○ ○ ○

発 ⑥ 業 態 開 発 〇 一 ○ △(?) ○

(4) (か 商 品 調 達 ○ ○ (⊃ ○ ○ ○ ○

〟) 品揃え陳列 ○ ○ ○ ○ ○ ○○ ○
店舗 (ロ) 商品価格設定 ○ ○○ ○ ○ ○○ ○い 付随サービス ○ ○ ○○ ○

② L/t三碓 管 理 (⊃ ○ ○○
逮･許 ③ 販 売 管 理 ○ ○ (⊃④ 広L:5-販売促進 O ○ ○ ○ (⊃

JJJ (9 郁々のサ-ビス提供 ○ ○ (⊃ ○ ○ ○⑥ l占舗 管 座 ○ ○ ○

(‖'.Jrr)流通政策研IjlF.i.Trr洗通別紙管Ⅰtll=KI淵する研究湘査報i';-.与り ､IIF柑 t63咋3)】において筆=省が

荊 lTl;‡｢RSSの概念と別状｣ (211'lJ)において作成 した火を修Jl三したものである｡
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売店支援活動実施主体である米国のグロサ リー卸､

わが国の食品卸売業､日用雑貨卸売業､フランチャ

イズ ･チェーン本部､ボランタリー 暮チェーン本

部などが支援のサービス ･メニューを持っている

か､計画中の場合に○印をつけてある.

米国グロサ リー卸(1)はスーパー/ミリュー社､米

国グロサ リー卸川)はフレミング杜である｡

この表から明らかなことは､米国のグロサ リー

卸､わが国のフランチャイズ ･チェーン本部､ボ

ランタリー ･チェーン本部は小売店経営の全般に

わたって､指導 ･援助していることがわかると同

時に､日本の食品卸売業の場合は小売店舗運営に

ついては､かなりのサービスを実施､あるいは計

画しているが､小売店全般の経営に対するサービ

ス提供では､遅れをとっているということが推測

できる｡さらに､このことはわが国の日用雑貨卸

売業にはより強 く言えよう｡

つまり､日本の食品卸売業は､フランチャイズ･

チェーン本部､ボランタリー ･チェ-ソ本部等の

幅広 く､強力な加盟小売店-の指導 ･援助による

小売店組織化に対抗する意味で､あるいは､それ

を目標として､ リティル ･サポート活動に力を入

れ始め､小売店との取引強化による組織化に乗 り

出したとも言えよう｡

(2) 日米における小売店支援活動への取り組みの

相違

前述したように､日米両国において､小売店支

援活動の実施主体の主流は､SMD卸売業よりも､

RSS展開卸売業になる可能性が強 く､現今にお

いても､RSS展開卸売業の方が優勢であるとい

える｡

そこで､以下､日米の食品卸売業のRSS展開

-の取 り組み姿勢の相違を考察することとする｡

日米の食品卸売業のRSSについて概観すると､

以下のような諸点が指摘できる｡

①卸売業としての立脚点

米国のRSS展開卸売業は､独立小売店の本

部代行楼能を自らの中心に置いているのに対

して日本の卸売業は､買手に対するサービス

としてRSSを位置づけている感が強い｡

②RSSの目的

RSSの基本理念としては､日米の卸売業と

も差異はないが､その具体的目的としては､

米国の卸売業が得意先-の各種サポー トシス

テム (ネットワーク化､情報提供､プラノグ

ラム提供)の提供としているのに対して､日

本の卸売業は､この側面以上に自社のローコ

ス ト･オペレーションの実現と販売促進とい

う面を強くもっている｡

③RSS実現のための戦略

米国の卸売業は､RSS実現のための戦略と

して､吸収 ･合併を採用 し､卸売業としての

体質強化を図り､支援先の小売店に対 しては

ボランタリー ･チェーンを組織し､組織づ く

りを前面に押し出す場合が多い｡

これに対して､わが国の卸売業は､同業卸や

異業種卸との提携という形をとり､支援先の

小売店をボランタリー ･チェーソに組織化す

るということを実施していない｡

④品揃え

米国の卸売業はフルライソ供給をRSSの基

本的サービス ･メニューとしているのに対し

て､わが国の卸売業は業種卸の域を出ておら

ず､異業種商品の取 り揃えが貧弱である｡

6)物流体制

米国の卸売業では24時間体制の物流システム

が定着しているのに対して､わが国の卸売業

は､労働条件等の問題により､24時間体制の

物流システムが構築しに くい｡

⑥RSSサービスの有償化

米国ではRSSのサービスは原則的に全て有

償であると同時に､それに対する小売店側の

抵抗感も少ないのに対して､わが国ではサー

ビスに対する考え方の違いにより､RSSの

サービスに対しても､有倍化を進めるのが容

易ではない｡しかし､最近､わが国において

も､有償化-の動きがあり､すでにサービス

を有償化している卸売業も存在する｡

⑦値札 ･伝票

米国では卸売業の自社様式のものを使用して

いるが､わが国においては､小売業の指定す

る伝票等を使用する場合が多い｡

⑧ネットワーク

米国においては､卸売業を中核とする単独の

ネットワークが主流であるのに対して､わが
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国では､単独ネットワークへの志向はあるも

のの､コス ト負担等の問題を含め､共同利用

のケースが多い｡

このようにRSSの先進国であるアメリカ合衆

国の卸売業と比較して､わが国の卸売業の場合､

同じRSS志向でも環境や方法等で差異があり､

アメリカ合衆国の卸売業が実施しているサービス･

メニューによるRSSの実現にはまだ困難な課題

が山積 しているといえよう｡

(3) わが国卸売業の小売店支援活動展開への課題

わが国の卸売業が今後､卸売業として存続､発

展するための手段として小売店支援活動､とくに､

SMD化やRSSの展開に注目し､実施 し始めた｡

なかでも､RSSは卸売業が小売業との取引関係

において､その主導権を握 りながら成長を図ろう

とする､有望な理念 ･戟略と思われる｡

そこで､わが国卸売業がRSSを展開する上で

克服 しなければならない課題を前述の米国卸売業

のRSSとの対比の結果を基に整理すると以下の

ようになる｡

(D品揃えの問題

②小売店指導ノウ-ウ蓄積の問題

③投資の問題

④帳合の固定化の問題

⑤人材の問題

⑥サービス有償化の問題

これらの課題を具体的に検討すると以下のよう

なことが指摘できよう｡

(丑品揃えの問題

わが国の卸売業は今まで業種別､縦割の流通

経路の一端を担ってきた｡つまり､自社の業

種商品を仕入れ､それを小売店-販売すると

いうことである｡ したがって､普通は異業種

商品は取 り扱わず､それら異業種商品の知誠

一 もあまり豊富とはいえない.

しかし､RSSを展開する上で､業種の境を

越えて､種々の業種の小売店､さらに､雑多

な商品構成をもつスーパーやCVSをもRS

Sの対象とするならは､あらゆる商品の知識

とその供給能力をRSS展開卸売業が養 う必

要がある｡

②小売店指導ノウ-ウ蓄積の問題

- 14-

今まで小売店を経営したことのない卸売業に

とっては非常に大きな課題､問題である｡

実際の小売店の経営活動内容を知らずして､

小売店経営全般にわたる指導や支援はできる

ものではない｡そのため､小売店経営に詳 し

い外部 コンサルタントの起用や実験店舗の展

開といった､小売店経営に関するノウ-ウや

情報を卸売業自体が蓄積することが急務であ

る｡

③投資の問題

わが国のRSS展開卸売業は､小売店からの

EOSをまず手掛ける傾向がある｡つまり､

小売店の情報化を支援することからRSSを

展開し始めるのである｡

そのため､小売店に貸与する情報機器､小売

店が情報機器を購入する際の資金援助等､か

な りの投資額が必要である｡さらに､卸売業

自体の情報システム確立のためにも莫大な資

金が必要となる｡これをどうするか､資金の

手当ができなければRSSも展開できない｡

これは､提供するサービスの有償化問題とも

関係する課題である｡

④帳合の固定化の問題

わが国の卸売業と小売業の取引においては､

余程のことが無い限 り小売業が帳合を変更す

るとい うことは無かった｡つまり､帳合の固

定化が慣習的に行われてきたのである｡

RSSを展開する卸売業が､今までの小売店

の帳合を自社にどのように変更させるか､は

非常に難 しい問題であるとともに是非､実現

しなければならない課題でもある｡

そのために､小売店に対 して当該卸売業がい

かに有益な取引相手であるかを認知させる必

要があ り､具体的には､小売店へ提供するサー

ビス ･メニューの有用性と小売店業績の向上

を実現 しなければならない｡

(9人材の問題

RSSを展開しようとする卸売業は､自社内

でそのための人材を育成することが急務とな

る｡これらの人材は小売店経営の専門家であ

る必要があると同時に､卸機能を充分に理解

し､卸機能の高度化により小売店を成長させ

ようとする情熱をもっことも必要であろう｡



⑥サービス有償化の問題

このRSSサービスが有償化できるかどうか

はRSSそのものの成否を振る重要な問題で

ある｡ RSSのサービス ･メニューを充実 し､

真に小売店を支援してゆくために､そのコス

トを吸収でき､RSSのシステムの構築と充

実､その水準を高める必要がある｡

しかし､従来の小売店と卸売業との取引にお

いては､卸売業が小売店に提供するサービス

は販売促進活動の一部であり､無償であるべ

きだとする小売店の認識が一般的である｡

この小売店の認識を変えさせるためには､従

来の卸売業の販促以上のサービス水準と､提

供するサービスによって明らかに小売店の業

績が大副にアップしたという実績が必要であ

り､今後RSSに取 り組む卸売業にとって最

も重要な克服課題であろう｡

5.お あ り に

前節までにおいて､日米両国における卸売業の

小売店支援活動の発生とその展開について考察し

てきた｡そして､その歴史的経任を基に日米両国

の卸売業による小売店支援活動を比較し､その相

違点を明らかにした｡

これらの検討の結果､以下のことが結論的に導

き出される｡

日米両国の卸売業とも､その主要得意先である

独立小売商の業績不振により卸売業としての存続･

成長が危機に瀕した｡そこで､得意先小売店を活

性化し､得意先小売商の成長とともに当該卸売業

も成長 ･発展しようという理念に基づいて小売店

支援活動､とくにRSSに着手したといえよう｡

しかし､米国の卸売業が小売店支援をその経営

の基本理念としたのに対して､わが国の卸売業は､

販売促進､あるいは売上拡大のための手段として

小売店支援活動 (SMD､RSS)を導入 したと

いう感が強い｡これが最も大きな日米の相違点と

いえよう｡

以下､日米における小売店支援活動､とくにR

SSにおける相違点を整理すると次のようになろ

う｡

①RSS実現のための戦略の相違

②卸売業としての品揃えの相違

(9物流体制整備の相違

④RSSサービスに対する有償化の意識の相違

⑤種々の伝票等の相違

⑥卸売業としてのネットワーク化の相違

これらの相違点を基に､わが国の卸売業が先進

国米国並みのRSSを展開するための課題として､

次の諸問題を解決する必要がある｡

①品揃えの問題

②小売店指導ノウ-ウ蓄積の問題

(卦投資の問題

④帳合の固定化の問題

⑤人材の問題

⑥サービス有償化の問題

このような問題を克服して､初めて､わが国の

卸売業も真の意味での小売店支援のための企業､

換言すれば､小売店の成長 ･発展と一体化 し､自

社も成長できる卸売業となることができるといえ

よう｡ (受理 1988.8.6)
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